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研究大学における大学院教員の能力開発の課題 :
2008年東北大学教員調査の結果






















































































































回答数 1 2 3 3 1 3 10 3 1 3 1 1 9 2 43 12 21 9 1
教員調査回答部局
文学研究科教育学研究科法学研究科経済学研究科理学研究科医学系研究科医学部保健学科歯学研究薬学研究科工学研究科農学研究科国際文化研究科情報科学研究科生命科学研究科環境科学研究科病院 加齢医学研究所多元物質研究所流体科学研究所金属材料研究所電気通信研究所高教センターその他
回答数 28 13 11 12 77 107 21 43 33 132 56 18 26 33 20 38 17 52 14 33 12 14 58






























































部局長等 教　　員 部局長等 教　　員
①世界的研究拠点 32.6％ 29.0％ 81.4％ 66.8％
②世界的教育拠点 25.6％ 10.4％ 62.8％ 36.3％
③地域密着型研究拠点 18.6％ 12.6％ 39.5％ 27.3％
④地域密着型教育拠点（含生涯学習） 14.0％ 9.1％ 23.3％ 20.6％
⑤高度専門職業人養成 46.5％ 35.2％ 65.1％ 51.2％
⑥幅広い職業人養成 23.3％ 17.2％ 32.6％ 27.0％
⑦社会貢献機能（産学連携） 37.2％ 21.6％ 55.8％ 39.8％

























































部局長等 教　　員 部局長等 教　　員 部局長等 教　　員
①研究者を目指す人材の獲得 67.4% 59.0% 14.0% 4.9% 67.4% 66.5%
②高度職業人を目指す人材の獲得 65.1% 44.1% 27.9% 6.7% 69.8% 53.5%
③専門分野の知識を備えた人材の獲得 60.5% 44.0% 18.6% 7.4% 58.1% 51.2%
④意欲的な人材の獲得 74.4% 79.8% 9.3% 10.7% 79.1% 79.8%
⑤幅広い視野をもった人材の獲得 55.8% 55.9% 7.0% 4.3% 62.8% 62.2%
⑥協調性のある人材の獲得 37.2% 49.3% 7.0% 9.1% 44.2% 53.0%
⑦国際性のある人材の獲得 55.8% 38.9% 4.7% 4.6% 65.1% 51.5%
⑧定員の充足 65.1% 31.9% 48.8% 21.0% 67.4% 33.5%
⑨女子学生の増加 18.6% 11.1% 16.3% 13.0% 32.6% 18.0%
⑩社会人学生の増加 27.9% 11.7% 4.7% 5.1% 48.8% 18.0%


























































部局長等 教　　員 部局長等 教　　員 部局長等 教　　員
①研究者を目指す人材の獲得 83.7% 77.8% 23.3% 12.0% 81.4% 80.0%
②高度職業人を目指す人材の獲得 53.5% 46.2% 16.3% 8.0% 62.8% 52.7%
③専門分野の知識を備えた人材の獲得 67.4% 60.2% 23.3% 9.0% 62.8% 63.8%
④意欲的な人材の獲得 74.4% 80.2% 18.6% 14.6% 76.7% 81.2%
⑤幅広い視野をもった人材の獲得 46.5% 59.4% 9.3% 4.6% 60.5% 65.1%
⑥協調性のある人材の獲得 34.9% 49.4% 11.6% 11.7% 41.9% 53.1%
⑦国際性のある人材の獲得 62.8% 52.0% 11.6% 7.7% 74.4% 58.1%
⑧定員の充足 62.8% 27.0% 9.3% 9.1% 60.5% 30.9%
⑨女子学生の増加 16.3% 12.0% 7.0% 6.8% 23.3% 17.4%
⑩社会人学生の増加 37.2% 15.4% 11.6% 7.3% 58.1% 20.4%









































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































実施している 実施していない 重視している やや重視している 重視していない 有効である やや有効である 有効ではない
FD【講演】 64.1 35.9 36.8 42.1 21.1 28.6 57.1 14.3
FD【ワークショップ】 26.3 73.7 15.8 55.3 28.9 23.1 69.2 7.7
FD【授業参観】 32.4 67.6 25 38.9 36.1 22.2 63 14.8
FD【相談窓口】 18.4 81.6 11.8 41.2 47.1 18.2 40.9 40.9
FD【指導助言】 15.8 84.2 22.2 33.3 44.4 29.2 37.5 33.3
FD【授業評価】 94.7 5.3 68.4 23.7 7.9 65.7 28.6 5.7
FD【教員評価】 84.2 15.8 63.2 31.6 5.3 52.8 38.9 8.3
FD【研修参加支援】 27 73 21.1 50 28.9 25 66.7 8.3
FD【サバティカル】 34.2 65.8 19.4 58.3 22.2 40.7 55.6 3.7
FD【TA】 100 68.4 31.6 81.1 18.9
































参加している 参加していない 必要である やや必要である 必要ではない 有効である やや有効である 有効ではない
FD【講演】 55.8％ 34.7％ 28.6％ 43.3％ 20.9％ 21.1％ 49.1％ 20.9％
FD【ワークショップ】 30.6％ 59.0％ 24.9％ 44.2％ 22.7％ 23.3％ 45.8％ 20.0％
FD【授業参観】 9.1％ 80.1％ 15.3％ 46.5％ 30.5％ 17.8％ 46.2％ 25.6％
FD【相談窓口】 15.8％ 72.0％ 16.4％ 42.5％ 31.9％ 14.4％ 43.5％ 30.0％
FD【指導助言】 17.9％ 70.4％ 21.1％ 42.6％ 27.8％ 20.1％ 44.3％ 24.2％
FD【授業評価】 77.3％ 13.0％ 41.7％ 41.9％ 9.3％ 30.7％ 48.3％ 12.1％
FD【教員評価】 66.2％ 23.2％ 35.4％ 44.4％ 12.1％ 28.1％ 47.3％ 14.6％
FD【研修参加支援】 32.3％ 55.6％ 40.5％ 36.3％ 14.3％ 35.9％ 39.4％ 13.7％
FD【サバティカル】 23.6％ 63.3％ 44.6％ 35.1％ 10.5％ 39.4％ 38.0％ 10.6％
FD【TA】 74.1％ 15.8％ 59.6％ 28.1％ 3.7％ 53.6％ 31.2％ 5.1％
FD【授業軽減】 19.0％ 68.4％ 48.5％ 33.5％ 9.3％ 44.1％ 37.3％ 8.0％
表 6　参加したいFDテーマ（教員）
授業方法 45.7％
外部資金 42.3％
学生指導 38.2％
論文指導方法 36.1％
外国語指導 33.3％
コミュニケーション 26.4％
研究活動 25.8％
社会貢献 23.4％
知的財産関係 22.5％
大学論 18.1％
成績評価 16.1％
ハラスメント 14.0％
シラバス作成 9.1％
その他 2.0％
表 7　教育活動の改善策（部局長，教員）
部局長 教員
入試の改善 12.9％ 22.8％
カリキュラムの体系化 21.6％ 41.4％
講義負担軽減 6.9％ 31.6％
受講学生数の制限 3.4％ 9.5％
受講学生の事前学習 2.6％ 18.0％
講義準備時間の保障 6.0％ 27.4％
財政的支援 3.4％ 17.5％
FD 11.2％ 17.8％
施設・設備 17.2％ 37.5％
コミュニケーション 6.0％ 24.1％
部局を超えた教育体制 8.6％ 25.6％
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（「部局長・専攻長用調査票」問18及び「教員用調査票」
問22）の回答をまとめたのが表 7である．部局長と教
員ともに，有効であると回答した者の比率がもっとも
高かったのは「カリキュラムの体系化」であった．ま
たそれに続くのが「施設・設備の改善」で，部局長と
教員の双方で選択率が 2番目に高い項目である．部局
長では，それらに「入試の改善」，「教授方法改善の
ためのファカルティ・デベロップメント（FD）活動」
が続く．一方で，教員では「教員の講義負担の軽減」，「講
義準備時間の保障」と講義関係の項目が続いている．
また，「部局を超えた教育体制」や「部局･専攻の教
育集団内でのコミュニケーションの円滑化」といった
項目を選択した者の比率も高くなっており，部局長と
は異なる認識で所属専攻等の状況を把握している可能
性が指摘できよう．  （猪股歳之）
4 ．調査の結果から示唆されるもの
以上，主に教員調査と部局長調査の比較・検討を行っ
た．冒頭指摘したように，教員の能力開発は，それ自
体単独で論じられるものではなく，カリキュラムや教
員の配置，施設・設備の整備，入試，目的とする人材
像を含めた組織的な教育開発の一部であり，職能開発
の課題や内容は，組織の目標を含めて構造化されなけ
ればならない．職能開発政策も，入職前のキャリア，
年齢，職階，要求される専門性などの要素をもとに教
員の職能発展のパターンを析出した上で構築されるも
のである．ここでは，今まで述べてきたことに加えて，
部局別・職階別のクロスの結果もふまえて，現在の時
点で指摘できることを要約しておく．
第 1に，教育開発・教員開発を方向づける現在の組
織ビジョン，その達成状況，今後の展望について，部
局長・教員間の一致と乖離とが見られる．そもそも教
員層の回答は，どの選択肢に対しても肯定が部局長に
くらべて少なく（表 1参照），組織ビジョンが明確で
ないことを意味する．これらの差は，年齢や職階の上
昇に伴う視野の広がりや，管理的業務につくことに
よって，大学への社会的要求に直面して認識の変容が
起きていく結果ともいえるが，組織ビジョンの共有は
大きな課題である．特に，他大学の教員調査（広島大
学1999）でも，講師層は職階の中での位置づけがはっ
きりせず，不満の高い層であり，東北大学調査で回答
した講師の52％は任期を付されている．こうした処遇
の位置づけもビジョンの共有に影響していると思われ
る．
第 2に，将来展望として「世界的研究拠点の役割」
は部局長・教員層とも支持が高い．しかし，これも研
究科別の傾向を見るとそう単純ではない．本稿 3（1）
が指摘するように，研究科間において，教育研究の
状況には差があるが，ビジョンにも相違がある．「世
界的研究拠点の役割」は，研究所群が75％から100％
重視するとしているほか，環境科学研究科（85.0％），
理学研究科（83.1％），薬学研究科（78.8％），工学研究
科（70.5％）などで 1位になっている．だが，高度専
門職業人養成をビジョンの第 1位にあげる部局は，
医学部保健学科（85.7％），歯学研究科（67.4％），病院
（65.8％），法学研究科（63.6％），経済学研究科（58.3％），
教育学研究科（53.8％），医学系研究科（53.3％），文
学研究科（50.0％），「地域密着型研究拠点」を第 1位
にあげる部局は，高等教育開発推進センタ （ー71.4％），
法学研究科（45.5％），「国際交流」を第 1位にあげる
部局は国際文化研究科（50.0％）となっており，すべ
ての部局が「世界的研究拠点の役割」を優先度第 1位
としているわけではない．各部局においては，特定の
役割に重点を置きながら関連する役割も重視してお
り，その結果，まんべんなく「票」を集めた「世界的
研究拠点」が全体の 1位になっているのであり，すべ
ての部局の将来ビジョンがここに収斂しているのでは
ない．もちろん，各役割はかならずしも相互排斥的で
はなく相互依存的な性格もあろうが，それにしても，
各部局の将来ビジョンは全面的な相似形ではないこと
を前提に，東北大学の組織ビジョンは設計されねばな
らないであろう．
第 3に，予測されるところであるが， 3（1）が示
すように教育開発の課題や優先度を規定する教育研究
条件の部局間の差異も明らかになった．担当授業時間
が研究所群で小さいのは当然としても，研究科間でも，
3コマ（薬学）から14コマ（国際文化研究科）まで分
散が大きい（図 1）．ところが，一方では教育・研究
活動のウェイトはそれほどの差はなく（図 2），教育
活動の比重は，薬学研究科3.5，国際文化研究科4.5と
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極端な差異はない．活動のウェイトは時間配分などを
反映したものではなく，多分に心理的傾向を反映して
いるに過ぎないと思われる．そうであれば，従来の大
学教員調査においてしばしば設問として採用されてき
た「教育と研究どちらに重点を置いているか」という
設問は，実態を反映したものではなく，どのような意
味があるか問い直さねばならない．
第 4に，部局の人事政策では，大まかにいえば，教
育・研究活動の活性化方策としての部局長層の「外部
人材採用」重視路線とでもいうべきものと，教員層の
「内部人材育成」「外部人材採用」併存路線とでもいう
べきものとが明らかになった．部局長層は活性化の方
策として「外部人材採用」を重視するが，教員層は「外
部人材採用」とともに，「内部人材育成」も重視する（図
6）．表には示さないが，職階別の傾向を見ると，教
授層では「外部人材採用」（66.7％）が「内部人材育成」
（48.5％）を上回るが，准教授層ではわずかであるが，
「内部人材育成」（54.7％）が「外部人材採用」（52.8％）
を上回る．
一方，教員採用時の能力として部局長層は，教員層
よりも「教育活動」と「博士学位」を重視している（図
7）．「博士学位」は形式的要件であるから，教員内部
に学位保持者がいない場合は外部に求める方が獲得の
可能性は高いが，「教育活動」の能力は，個人的スキ
ルだけでなく，カリキュラムなど組織的な教育活動に
結びついているものだから，教育活動の業績の共通指
標が明確でない現状では，内部に求める方が戦略は立
てやすいはずである．にもかかわらず，部局長層が「外
部人材の採用」を重視しているのは，この調査が大学
院教育を対象にするもので，研究能力を教育能力の実
質とみなしている可能性もある．教育能力として何が
想定されているのか，教育能力として想定されている
内容をさらに掘り下げ，その獲得要因と人事政策上の
位置づけを明確にしていく必要がある。
ところで，一般的に言えば，外部人材の獲得と流入
が教員組織の活性化を促すが，大学の最大の人的資源
は教員であり，現に採用し，教育研究に従事している
同僚教員の職能開発を進めて教員集団のパワーを高め
るのが人事政策であり，外部人材の採用による活性化
方策は，内部の職能開発の必要性を減衰させる。この
ことは，日本の企業内教育が内部昇進制度と結びつい
て発展したことからも明らかであろう。FDの体系化
は，人材の外部流入－内部昇進のパターンにかかわっ
ているし，どのタイプが教育能力を育成するかという
点も含めて検討していかなければならない5．
  （羽田貴史）
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注
1 　大学組織の重層性と各レベルでの規範価値の相違に
基づく大学組織の研究課題については，羽田（2004, 
2007）参照．
2　学校教員統計調査の採用前状況調査では，外国大学
教員と日本学術振興会特別研究員などのポス・ドク
のキャリアが「その他」に一括され，実質新規学卒
者に近いキャリアと外国大学のキャリアとが区別で
きない．また，平成10年の調査では，研究所の研究
員もその他に含まれており，時系列でのキャリアの
多様化を把握するように設計されていない．
3　本調査の設計には，羽田・北原・猪股・石井のほか，
米澤彰純（東北大学高等教育開発推進センター准教授）
が参加し，本稿の執筆にあたっても詳細な示唆を受
けた。実質的にこの研究は，5人の共同作業である。
4　また，詳細に見ると，職階によってはニーズが高い
取り組みがある．たとえば，指導助言の必要性は全
教員で21.1％だが，助教層では33.0％である．ワー
クショップのように双方向で実際的なスキル修得を
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行う活動は，全般に必要性は高くないが，講師層は
38.0％が必要としている．逆にサバティカルは，助教
層は31.7％だが，教授層は51.5％が必要と回答する．
これらは，教員のキャリア成長のステージを表して
いると思われ，今後さらに掘り下げた分析を行い，
体系的な職能開発のデザインを提示したい．
5　大学審議会「教員採用の改善について」答申（1994
年 6 月）を契機に，すべての教員人事はその職につ
いての採用であるとみなし，例えば講座制で教授ポ
ストが空席になった場合に，助教授の昇進人事を行
うのではなく，公募によってその教授ポストの採用
を行い，当該講座の助教授も公募に応募することは
認めるが，昇進人事の存在を否定する制度改革をお
こなった大学がいくつかある．このやり方は従来も
医学部で行われてきたものであり，それなりの妥当
な理由がある．しかし，これを普遍化し，昇進人事
一般を否定するようなことは，大学教員のキャリア
と専門性の向上に大きな問題を生じさせる．そもそ
も複数ポストで基礎組織を構成しない場合，上位職
が空くことはないから，昇進はあり得ない．そして，
いかなる組織でも，昇進は，人間の意欲を引き起こ
す最大の要因であり，昇進のない職業世界はない．
プロ野球やサッカーリーグのような世界を除いては．
